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今後の EDU-Portの進め方について 

 

＜成果のイメージ＞  

各省庁/機関・民間のリソースを総合し、日本の教育の国際化、親日層の拡大、経済

成長への貢献の３つの成果目標に貢献 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業者は官公民を問わない 

平成２８年６月２０日 

○日本における教育の国際化 

・カリキュラムの国際通用性向上 

・教職員の資質向上 

・学生/生徒/児童/労働者の能力向上、

グローバル人材の育成     

・留学生受入 

○日本の教育の海外展開  

・日本の事業者による現地での学校等の

設立（高等教育、職業教育等） 

・現地の学校等との提携（カリキュラム

提供/共同開発、教員研修等） 

・日本人学校の活用 

・日本の教育手法の背景となる考え方の

発信 等 

日本の教育の国際化 

○我が国のソフトパワーの強化・外交

的地位の向上 

○地球規模課題への対応、SDGs・

ESDへの貢献 

親日層の拡大 

○インフラ輸出に資する人材育成（質の高

い外国人労働力の供給により海外進出日

系企業が現地に質の高い製品・サービス

を供給） 

○教育関連企業の海外進出、授業料収入/

教材等の物販収入 等 

日本の経済成長への還元 
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＜基本方針＞  

・官邸外交の重点地域、重点国に焦点を当て、閣僚の会談・ハイレベル政策対話等の機会に

具体の案件を盛り込めるよう、戦略的に事業を展開する 

・日本側シーズをもとにしたボトムアップの取組の支援を基盤に、政策的な優先付けを行い

重点的な支援を行う（その際、幹事会を積極活用する） 

・重点国に対しては、文科省と相手国教育省との情報交換を強化する（日本側シーズのプロ

モーション、実務的情報の聴取、要望の申入れ等） 

 

＜平成 29年度の取組＞ 

１．有識者会議 

・ステアリングコミティ（公開） 

 -プラットフォーム事業の基本方針について決定 

-プラットフォーム事業執行のフォローアップ 

・幹事会（非公開） 

 -重点地域・重点国を中心に、各省/機関/民間のリソース・連携のあり方を整理 

-各省の政策ニーズ・相手国ニーズの精査 

-新規パイロット事業の公募要領を決定・審査・採択 

 ※幹事会では、バングラデシュ、ミャンマー、ルワンダ等にも留意しつつ、今年度の

重点地域・重点国を決定 

 

２．シンポジウム 

・EDU-Portシンポジウム（年度末） 

EDU-Port事業報告、パイロット事業報告、 

ステアリングコミティ委員パネルディスカッション、幹事会委員コメント 

 

３．国別の取組 

・昨年度国別分科会を実施したインド、ヴェトナム、タイについて、文科省がカウンタ

ーパートの省庁と直接協議 

-日本側シーズのプロモーション  

   -事業環境改善等についての要望の申入れ 

   -実務的な情報・カウンターパート情報の収集 

・その他の国については、具体のプロモーション機会(国際会議、幹部の出張等)に向け、

必要に応じて適時に関心事業者を招集 

 

４．海外ＰＲ事業 

・教育見本市への出展、または、教育に関する国際会議のサイドイベントを実施 
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※候補となる教育見本市 

-タイ EDUCA（１０月） 

-インド DIDAC INDIA2017 （９月） 

-タイ Worlddidac Asia2017（１０月） 

※候補となる国際会議 

 -APEC高級実務者会合（於：ホーチミン）（８月）のサイドイベントとして日本の事業者の展示 

  -SEAMEO高級実務者会合（於：バンコク）（秋）のサイドイベントとして日本の事業者の展示 

  -ASEAN+3教育高級実務者会合（於：バンコク）（１１月）のサイドイベントとして日本の事業者の展示 

-第２回日印高級実務者対話（於：インド）（時期未定）のサイドイベントとして日本の事業者の展示 

 

５．パイロット事業 

・平成 28年度採択事業については、継続支援・進捗把握 

・新規公認プロジェクト（２～４件） 

  -EDU-Portを各省/機関施策、企業活動のインキュベーションセンターとすべく、 

フィージビリティスタディを支援 

  -平成 28年度採択事業等を類型化した内容を他国・他事業者・他分野等に横展開

する事業 

   ※平成 28年度採択事業についても、横展開分は追加で応募可 

  -経費支援：総額 800万円 

-調整支援 

   推薦レターの発行 

海外展開予定先における現地関係機関との交渉調整支援 

-支援期間：２年間（平成 30年度末まで） 

・新規応援プロジェクト（一定の基準を満たすもの） 

-類型・地域・分野等を問わず幅広く公募 

-調整支援 

   海外展開予定先における現地関係機関との交渉調整支援 

   推薦レターの発行 

-支援期間：２年間（平成 30年度末まで） 

 

６．広報ツール、日本型教育のコンテンツ化 

・ホームページ（外国向けに日本側シーズ発信）、facebook、メールマガジン 

・パンフレット、動画の作成 

・文部科学省に おいて、日本型教育の特徴（協働的な学び、特別活動、授業研究、ア

クティブラーニング、理数科教育等）について整理。 
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７．その他のアイデア 

・日本の教員を大規模に各国に派遣し、または海外の教職員を日本に受入れ、授業研究

をプロモート 

・日本と関係を持った人材の掘り起こし（職業教育を含め、本国の民間企業で働いてい

る人等も視野に、留学生をネットワーク化し、不断にアップデート） 

 

８．スケジュール 

・４月１８日 第２回 ステアリングコミティ 

・６月２０日 第２回 幹事会（平成 28 年度パイロット事業の類型化、各国ニーズの

精査、日本政府としての政策ニーズの精査） 

・６月３０日 第３回 幹事会（平成 29年度パイロット事業公募要領決定）、公募 

・８月 ９日 第４回 幹事会（パイロット事業採択） 

・９月    平成 29年度パイロット事業開始 

・年度末   EDU-Portシンポジウム 

 

※いずれかの時期（早期）にインド・ヴェトナム・タイと協議 

※いずれかの時期に教育見本市に出展 

※幹部の出張、国際会議等の機会に公認プロジェクトを中心としたプロモーション 

 


